



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































費者保護の特別規定」における契約締結前の情報提供の要請（ConsCredA s.107 para. 7）
（DCFR-FullEditionIV.G-4：107Notes,pp.2744,2747,2772），さらに，「判例」の展開によって，
不当威圧の原則及び擬制認識の原則から，債権者の契約締結前の義務が導かれているとさ
れる。
　イギリス法においては，債権者に契約締結前における多様な義務が課されている。特に，
担保提供者と主たる債務者との間に「信頼関係」または情誼的な拘束が存在する場合には
広汎な義務が課されている。近時，判例において，このような義務の存在及びその範囲に
関する議論の展開が見られる。イギリス法においては，当事者間に親子関係または弁護士
と依頼人のような関係がある場合には，反証を許さない不当威圧（undueinfluence）の推定が
認められることがある。一方，その他の非商事取引においては，担保提供者が，主たる債
務者に対する信頼があったことを証明することができ，担保の引受けが当事者の関係から
直ちに説明できないがその説明を要することを証明できる場合には，主たる債務者と担保
提供者間の不当威圧の存在が証拠によって推定される。この証拠に基づく推定がある場合，
その反証がなければ，債権者は不当威圧について現実の認識を有しまたは認識を有してい
たと擬制される。その結果，担保提供者は債権者に対して有効な抗弁を有することになる。
この推定は，夫婦関係の存在の主張のみでは適用されない。もっとも，配偶者の一方が他
方に担保を提供した場合，擬制認識の推定に反論するための準則が判例において展開され
ている。特に，配偶者の一方が他方の事業または会社のために担保を提供したすべの事例
において，債権者は調査を課されており，保証人になることによって危険が生じることを
担保提供者に理解させるための措置を講じ，中立の助言を受けるように助言しなければな
らない。さらに，担保提供者が法的な助言を受けた場合でも，弁護士が担保提供者に担保
取引の書類の性質及びその意味を完全に説明したことを確認する書面を弁護士に要求した
ことを担保提供者に情報提供する義務がある。債権者は，夫婦のために行為している助言
者とは別の弁護士を指定できることを担保提供者に助言しなければならない。また，債権
者は，担保を提供する当該配偶者に直接またはその弁護士に他方の配偶者の財産状態に関
する情報を提供しなければならない（DCFR-FullEditionIV.G-4：107Notes,pp.2747-2748）。
　この判例法理（保証の事例）をもう少し辿ると，まず，保証契約は，その両当事者によ
ってすべての重要事項が「完全に開示」されることを要する契約ではないとされる（Royal
BankofScotlandPlc.v.Etridge（No.2）［2001］UKHL44,［2002］2AC777at［81］（以下，判例②と引
用。））。したがって，債権者には主たる債務者との取引に関する要素または主たる債務者が
債権者に影響を与えるすべての要素を開示する「一般的」な義務はない。また，債権者は，
保証の引受人が保証契約の前に知るべきすべての重要事項を，債権者の知る得る限りにお
いて，その引受人に助言することも要しない。
　しかし，債権者に開示義務が課される場合があるとされている。それは，主たる債務者
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の財産関係に予想外の変化が生じたような場合だけではない。保証人の権利に影響するま
たはその可能性のある「契約上通常ではない状況」が見られる場合にも認められるべきで
あるとされる（判例②at［118］）。特に議論の展開があるのは，保証の引受人が，「第三者の
不当威圧」によって，保証契約を締結させられ，担保提供者として利用される場合である。
不当威圧とは，当事者の一方が，相手方から「不当な影響」を受けることによって，その
自由な判断ができなかった場合であるとされ，「取消権」が認められる。不当威圧は，不当
な外的行為または強制の「現実的な行使」がある場合には「成立」する。さらに，強い立
場にある者が当事者間の「信頼関係」を濫用しまたは支配関係を悪用したことから，不当
威圧が「推定」される場合もある（判例②at［８］-［11］）。このうち，実際に紛争となるのは，
当事者の信頼関係等から生ずる不当威圧である。しかも，特に議論の展開が見られるのは，
「夫婦間」における紛争事例である。
　この不当威圧の「証明責任」は，不当な威圧を受けたと主張する者（例・保証人）が負う
のが原則である。ただし，次の場合（ⅰⅱ）には，その負担が軽減されると解されている。
まず，ⅰ親と子，医師と患者，弁護士と依頼者のような「特殊な関係」が存在する場合に
は，そのような関係が存在することを証明すれば足りるとされ，信頼関係を有したことま
で証明する必要はない。これは，「反証を許さない」推定（いわゆる「みなし」）である。次
に，ⅱ⒜相手方との間に「信頼関係」があったこと，⒝当該取引がその関係から直ちに説
明できないがその説明を要することを証拠によって根拠付ければ，証明責任の「転換」が
生じる。信頼関係（上記⒜）の存在の証明は，「夫婦」関係があれば見いだされることが多い
とされる。実務上，妻の信頼を夫が濫用した事例があり，注目されている。それに加えて，
その取引がその関係から直ちに説明できず説明を要するとされる（上記⒝）。したがって，
その取引によって，不当威圧を受けた者に明らかに「不利益」が生じ不当であることを要
する。当事者間に信頼関係があることのみでは，不当威圧の推定はなされない（判例② at
［３］［17］-［21］［24］）。
　実際には，「第三者」（例・主たる債務者）が保証人に対して不当威圧を行ったような場合で
も，諸般の事情によっては，債権者の責任が問題となる事例が少なくない。ⅰ借主（主たる
債務者）による不当威圧の存在について，債権者に「現実の認識」がある場合，保証契約の
取消しが認められるとされる。さらに，ⅱ債権者に現実の認識がない場合，その「認識の
擬制」によって，債権者の責任が問題となるときがあるとされる。妻が夫の債務の保証人
になると申し出ている場合に，⒜その取引には妻の財産的な利益はなく，⒝妻を保証人と
させ夫が不正を行う危険が潜んでいるとき，債権者は「調査」を課されるとされた（Barclays
Bankplc.v.O´Brien［1994］1AC180at197-196（以下，判例①と引用。））。さらに，判例法理の展
開がなされ，妻が夫の債務の保証人になることを申し出る場合には，銀行は調査を課され
るとの主張が見られるようになる。また，不当威圧が見られる関係は多様であることから，
保証人と主たる債務者が「非商事」の関係である場合へと議論が展開している（判例② at
［44］-［49］［86］-［88］）。
　このような議論を受けて，債権者の「義務内容」の展開が見られる。債権者側の防御・
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反論とも関係する。まず，ⅰ債権者は，私的な（夫は不在の）会合に妻が「出席」し，そこ
で保証責任の範囲についての「説明」及びその危険に関する「警告」を受け，「中立の法的
助言」を受けるよう強く勧告されたことを主張しなければならない。債権者は，不当威圧
の存在する蓋然性のある事実を「知って」いる場合には，妻が「個別に」助言を受けたこ
とを主張すべきであるとされた（判例①at196-197）。さらに，債権者（銀行）は，妻を代理す
る弁護士の名前を「妻に直接」確認し，弁護士がその書類の性質及びその実務的な解釈を
妻に完全に説明したことが書面によって確認された場合，それがどのような意味を有する
かについて，妻に直接情報提供しなければならないとされる。その内容としては，⒜その
書類に一旦署名すると，その「法的拘束力」を争えないことを，妻に説明すべきである。
⒝妻が助言を受ける弁護士を独自に「選定」することができること，⒞夫の弁護士と「同
じ弁護士」であるかどうかについて，妻に情報提供すべきである。すでに弁護士が夫と妻
の代理人として行為している場合には，「別の弁護士」を希望するかについて妻に確認する
べきであるとされる。なお，債権者（銀行）は，妻から「直接回答」があるまでは，その取
引を進めてはならない。次に，ⅱ債権者（銀行）は，融資の目的，夫の債務額，融資額及び
期間等について「弁護士に情報提供」しなければならない。なお，債権者は，その情報開
示について顧客から「同意」をとる必要があり，その同意なしに取引を進めることは認め
られない。債権者は，妻が夫によって取引に誘導されまたは自由な意思によるものでない
と確信しまたはその疑いをもつ場合，その事実を妻の弁護士に情報提供しなければならな
いとされる（判例②at［79］⑴ ⑵ ⑶）。
　以上のように，イギリス法（判例・消費者特別法）における債権者の保証人に対する義務の
展開は，比較法的に，DCFR（共通参照枠草案）における保証法の展開と類似する方向性が窺
え，興味深い。
